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研究成果の概要（和文）：本研究では1990年代以降の中央省庁の変化を追跡し、内閣府の役割を解明した。行政
官僚制が分散化していく時代のなかで、政府は新たな政策課題への対応を迫られた。あいまいな組織としての特
徴を持つ内閣府の構造は、首相権力の確立に関する役割を内閣官房に奪われていった。しかし柔構造のもとで、
政策調整の吸収に一定の役割を果たしたのである。中央省庁再編は、期待した通りの帰結をもたらしたわけでは
ない。しかし政策需要の変化への対応を可能にしたのである。

研究成果の概要（英文）：This study not only traces the changes  in central ministries and agencies 
since the 1990s but also elucidates the role of the Cabinet Office. In an era of increasingly 
decentralized administrative bureaucracy in Japan, the government was compelled to respond to new 
policy challenges. The Cabinet Office, characterized as an ambiguous organization, was unsuccessful 
in investing the Cabinet Secretariat with prime ministerial power. However, due to its flexible 
structure, it played a crucial role in taking over  policy coordination. The reorganization of 
central ministries did not produce the expected results. It did, however, make it possible to 
respond to changes in policy demands.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現代日本の統治構造に大きな影響を与えた中央省庁再編と、その目玉とされた内閣府設置の意義について、政官
関係ではなく行政組織や政策調整の立場から異なる視角で検討し、行政改革研究に貢献した。このことは、今後
の行政改革を考えるうえで、柔構造組織の役割を検討する際の基礎研究としての社会的意義を持つと考えられ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
  
わが国の首相官邸や内閣官房のように, 執政長官直属の行政組織を政府中枢（CoG: Centre of 

Government）と呼ぶ. CoGの役割は国家ごとに異なるものの, 多くの場合は戦略策定や予算配分
など, 何らかの形で行政機構全体の効率化に資するための機能を保有している. それゆえ政治改
革や行政改革の研究において, 政府中枢研究は枢要な位置を占める.  
 1990 年代以降の日本では,  CoG の人員及び機能の強化と, 首相権力の確立を志向する統治機
構改革が行われた. こうした体制は時に「首相支配」とも言われ, 「強すぎる首相」の弊害が見
られるとも指摘される. しかし既存の説明は, 幾つかの論点に充分な検討を加えていない. 第一
に, 行政官僚制の成長が鈍化した後に訪れる, 「小さな政府」と「大きな統治」のギャップへの
対処である. 所謂ガバナンス論が登場したように, 1990年代は国家の舵取り機能の向上が要請さ
れた時代であり, 日本政府は対社会調整能力の向上を迫られた. 政治権力の確立と対社会調整能
力の向上は決して同義ではない以上, 行政改革が官僚制の能力を向上させたかは政官関係とは
異なる論点として追求する必要がある.  
第二に, 政府中枢に政策課題が集中すればするほど様々な課題の対処に首相は拘束されるた
め, 「首相の権力」と「首相の困難」は表裏一体な面を持つ. 古典的には統制範囲の問題として, 
現代的にはむしろ過剰なアカウンタビリティーの問題として語られることが多いテーマである. 
要するに, 内閣官房や内閣府の機能拡充は, 実質的には「首相の困難」を増加させてしまったこ
との帰結であるのかもしれない. 2016年の通称「内閣官房・内閣府スリム化法」が象徴的である
ように, 政策課題の集中は首相の機動的対処を困難にする.  
第三に, 内閣官房と, CoGの一部機能を分有する内閣府は潜在的に競合関係にあることの理論
的意義が十分に検討されていない. 政府中枢の機能を一元化せず, 内閣府に曖昧な性格を与えて
しまったことは, 基本的に行政学の側では否定的な立場をとる論者が多い. 実際に歴代の政権も, 
運用を重ねる過程で, むしろ内閣官房の方に重きを置いていく.  
以上 3 つの課題は, いずれも通俗的な政治権力アプローチ―「首相権力確立のために CoG が
強化され, 強化の弊害が生じている」―の説明とは異質なものである. この政治権力アプローチ
は, 基礎的な官僚制研究が更新されず, ジャーナリスティックなものも含めて政治過程に関する
情報が氾濫する過程で, 一定の意義をもつ議論として定着した. が, その妥当性には疑問が残る.  
そこで本研究では, 組織の基礎情報の記述的把握とマクロな分析によって, 1990年代から 2010
年代にかけての 30年間における日本の CoGの位置づけを, 異なる角度からとらえ直すことを目
指す.  
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は, 下記の 3点を考慮した行政改革研究・行政組織研究を遂行することである.  
(1) 行政官僚制の長期的変化という文脈の中に, 中央省庁再編を位置付けること.  
(2) 首相に課せられたアカウンタビリティーの実現という, いわば受動的な側面をも考慮した
うえで CoGの拡大を説明すること.  

(3) 内閣官房と内閣府の競合関係を踏まえたうえで, 内閣府の役割を論じること.  
 
３．研究の方法 
 
 申請時点（2018年）に想定した旧計画では, 府省組織に関する記述的研究と幾つかの代表的な
政策過程に関する比較事例分析やインタビュー調査等を通じて, とりわけ厚生労働省との関係
に着目した形で研究を遂行する予定であった. しかし 2020 年からの COVID-19 の流行に伴って
研究計画の遂行可能性に支障が生じたこと, 加えて研究代表者の機関異動による研究環境の変
化によって, 研究方法の見直しを余儀なくされた.  
 そこで 2020 年度に研究計画の大幅な見直しを行った. 実際に本研究課題に関連して遂行した
研究活動との兼ね合いでは, 記述的研究を重視している.  

(1) 記述的議論: 単著（小林 2021）の大部分や, 政策会議論文（砂原, 小林, 池田 2020）では, 
基本的に制度等の記述に終始している. 現行の中央府省研究は, 1980 年代から 1990 年代
にかけて築かれた知見を部分的に更新する, という状況にあるため, まずは基盤から作り
直すべきである, という判断による.  

(2) 文献調査: 行政学方法論の動向論文（篠原, 小林, 白取 2021）や, 単著（小林 2021）を執
筆するために, 研究エフォート中のそれなりの部分を日本語の行政学史に関する議論, 
PARや PPMGなどの文献調査に費やした.  

(3) 計量分析: 2021 年度の後半には, 大阪大学大学院時代の指導教員である北村亘教授のプロ
ジェクト, 基盤研究(B)「実証政治分析の基盤構築のための官僚の選好の総合的解明」で取
得された官僚意識調査データの提供を受け, 当該データの計量分析を行った.  

 



４．研究成果 
 
(1) 研究活動の概要 
 本研究課題の中核的な刊行物は, 2021 年 11 月に大阪大学出版会より公刊した『分散化時代の
政策調整―内閣府構想の展開と転回』である. ただし同書は本研究課題開始以前の研究内容（小
林悠太. 2018.「内閣補佐機構の組織分析―内閣府の機能と資源―」大阪大学博士論文）に, 本科
研費の研究成果を含めて加筆修正を施したものなので, 以下では加筆修正分（特に第 2 章, 第 5
章, 第 6章）が明確になるように年度ごとの研究成果を記載する.  
 2019 年度は, 旧計画に基づいて各省組織の変動を追跡するとともに, 中央政府全体の文献調
査と, 政策過程分析に関する予備調査を行った. 局課レヴェルよりも下位の組織単位である課内
室の増加を象徴として, 行政官僚制の変化を「分散化」と理解する着想を得られたので, 日本公
共政策学会 2019 年度研究大会で報告した. また, 文献調査の副産物として政治学の教科書で行
政官僚制の章を分担執筆し, 翌年刊行された（坂本, 石橋編. 2020）. さらに CoG研究として, 政
策会議に関する共同研究にも従事した（砂原, 小林, 池田. 2020）.  
 続く 2020 年度は, 当初予定では内閣府と厚生労働省の関係について事例分析を加える予定で
あったものの, COVID-19 の拡大により研究計画の変更を余儀なくされた. そこで, 前年度より
引き続いて「分散化」研究と政府中枢の関係を検討し, 日本行政学会 2020 年度研究大会で報告
した. 加えて, John Gerringの分類に基づく行政学方法論の動向整理・展望論文を執筆し, 査読を
経て翌年に公刊された（篠原, 小林, 白取 2021）. さらに競合共管事務について若干の考察を行
い, 分散化研究や政策会議研究も深めたうえで, 単著の執筆作業に従事した.  
 最終年度である 2021 年度は, 前半期の大部分を『分散化時代の政策調整』刊行のための加筆
修正および校正作業に費やし, 11月に刊行された. 加えて後半期には, 2019年官僚意識調査のデ
ータの分析にも従事し, 2022年の 3月に刊行された（北村編 2022）.  
 
(2) 中核的主張 
 以上の研究活動を踏まえて, 本研究課題から得られた知見を要約すれば, 以下の通りである.  
 
① 行政改革会議における内閣府構想は, 強力な省庁官僚制を抑止するという発想のもと
で登場した. 橋本行革は政治主導の確立と行政のスリム化を目指したが, 省の統合は強
力な行政官僚制を出現させる論理的可能性をもち, 政治主導の阻害要因となりかねな
いからである.  
② しかし 1990 年代以降, 行政官僚制は分散化が進展する状況にある. ここで言う「分散
化」とは, 組織単位の分割と縮小を意味する. 念頭にある先行研究は, 例えば真渕（1999）
など行政官僚制の課の変化を分析単位とした研究群である. 新川（1995）など, 課より
も小規模な単位を重視する研究も存在したものの, 包括的な傾向は提示されなかった. 
そこで課内室設置の傾向を 1989年から 2018年まで追跡し, 行政官僚制は「分散化」を
長期的に続けているのではないかと理論的に解釈した.  
③ こうした状況では, 中央省庁再編が想定するような「強力な省庁」の出現が生じたとは
言いづらい状況にある. こうした状況で, CoG としては曖昧な内閣府の特質は, 部分的
に奏功したところがあった. 一部の省庁官僚制に生じた歪みを補完する形で, 政策調整
に貢献し続けることを可能にしたからである. もっとも, 内閣府が補完を続けるシステ
ムはそれ自体複雑で, 政治アクターには承認されなかった.  
④ 政策調整という観点から見ると, 自民党長期政権時代を継承する一部省の水平的調整, 
内閣府による補完, 内閣官房による多省間調整など様々なスタイルが併存しているこ
とが観察される.  

 
(3) 幾つかの課題 
 ただし本研究の採用した方法―マクロな分析レヴェルを対象とする記述的議論―は, ミクロ
な事象の観察には適さないので, 今後検証すべき幾つかの課題が残ることとなった. 組織構造, 
省内調整, 室長級官僚の実質的な役割変化, などである.  
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